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 山陰地方で発生する内陸地震に関して，時・場所・規模を完全に予知することはできない．

しかし，どこで，どれくらいの地震が発生するのか？これに答えることができれば，中国地方

の地震災害の軽減の一助となるものと思われる．本稿ではそれに寄与すべく，山陰地方の内陸

地震発生域周辺の電気比抵抗研究に携わってきた研究者らの取り組みとその研究成果の概要を

記す．山陰地方で得られた最大の成果として，日本海の海岸線に沿う地震活動帯の地殻深部に

低比抵抗領域が存在すること，そして，それが定量的内陸地震発生過程モデルの構築に重要な

制約条件を与えることができることを記す． 
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1.  はじめに 

 
 2011年 3月 11日に発生した“2011年東北地方太平洋
沖地震（M9.0）”が我々に与えた衝撃は計り知れない．
地震現象そのものは言うまでもなく，発生した津波，さ

らには原発災害を引き起こす最悪のシナリオが進行する

様相は戦後の日本の来し方を根幹から揺るがす観測史上

最大の自然現象に起因する超巨大災害といえよう．この

海溝型地震の発生のメカニズムの解明は当然のことなが

ら，学術的には，このような低頻度ではあるが大規模災

害をもたらす地震に関して，どのような意識を持って取

り組むべきなのか．地球に関する研究を行う者の一人と

して，その使命と責任の重さをあらためて思い知らされ

た． 
 本稿で着目する山陰地方で発生する内陸大地震は，こ

の 2011 年東北地方太平洋沖地震のような海陸プレート
境界型地震とは異なるタイプの地震現象である．しかし，

低頻度ではあるが大規模災害 － 地域にとっての大規模

災害という意味で － を引き起こすという視点でみれば，

山陰地方にとどまらず広く中国地方の人々の暮らしにと

って，まさしく同様の脅威になり得る存在であると筆者

は認識している．記憶に新しいところでは，2000 年に
鳥取県西部地震(M7.3)が発生したが，少し時を遡れば，
北丹後地震（1927 年,M7.3），鳥取地震（1943 年,M7.2）
など，この約 100年間にいくつものM7クラスの大地震
が発生している． 
 今，山陰地方で発生する内陸地震の発生に関して，

時・場所・規模を完全に予知することはできない．しか

し，近年の様々な地球物理学的な研究成果により，全く

捉えどころがないかに思えた内陸地震に関する情報が蓄

積され，特に，下部地殻の不均質構造に関する研究に基

礎をおいた，内陸地震の発生過程に関する研究が，定性

的なレベルから定量的なレベルへと進化しつつある(1)(2)．

このような現状において山陰地方の地震発生メカニズム

の解明に資する研究の観点から，これまでに分かったこ

と，分からないことを取り纏めることは，より確かな定

量的内陸地震発生過程モデルの構築，さらには，中国地

方の地震災害の軽減の一助となるものと思われる．本稿

では，近年，山陰地方の内陸地震発生域周辺の“電気比

抵抗研究（以降は比抵抗と記す）”に携わってきた筆者

を含む研究グループの取り組みとその成果の概要，そし

て，今後の課題を記す． 
 
 

2.  比抵抗及び大地比抵抗の探査方法 

 
 本章では，はじめに，読者にとって馴染みの少ないと

思われる“比抵抗”という用語を説明する．次に，この

比抵抗の探査原理について紹介する． 
 比抵抗

! 

"は物質に固有の電気的性質を示す物理量で

ある．比抵抗の単位は[Ωm]であり，電流の流れにくさ
を表す（ちなみに，比抵抗の逆数は電気伝導度

! 

"であ

る．単位は[S/m]で表される）．地球を構成する物質の
比抵抗は，地殻に含まれる間隙水の量やそのつながり方

に非常に敏感な物理量であるので，その構造を知ること

は地殻内の間隙水の存在状況を推定する有力な手がかり

となる(3)ため，地殻深度での流体や水の存在に関する調

査では欠くことのできない調査方法のひとつと考えられ



ている．さらに，もう一つの特筆すべき点として，比抵

抗調査により得られる知見は，他の地球物理学的な探査

等（例えば，地震探査や重力探査）とは，感度の異なる，

全く独立した情報を我々に与えてくれることを挙げてお

きたい． 
 地表付近の高々km 以浅の比抵抗構造調査には有効で
ある人工的な入力源を用いる電気及び電磁気的な探査手

法も，地殻やマントル上部の比抵抗構造探査には適用で

きない．このため，地殻深部の比抵抗構造調査では，広

帯域にわたり十分なエネルギーを有する自然界に存在す

る電磁場を信号として利用する手法が用いられる．この

手法のひとつにMT法（Magnetotelluric Methods，以降MT
法と略す）がある．MT 法は，地表で地球外部に起源を
もつ地磁気変動とそれにより誘導された地電流を測定し，

その両者間の振幅と位相差をもとに地下の比抵抗構造を

推定する手法である． 

 Cagniard(1953)(4)によって提案された MT 法では，自然
電磁場は平面波として大地に直交入射し，大地は水平方

向に均質であるという，二つの重要な仮定のもと見かけ

比抵抗

! 

"
a
を次式で定義した(5)． 
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ここで，

! 

E,Hはそれぞれ，変動する電場及びそれに直

交する磁場，

! 

",µはそれぞれ，電磁波の角周波数，大

地の透磁率を表す．（上の仮定は一般的には満たされる

わけでない．しかし，ここでは，MT 法の概念を理解す
るためにこのシンプルな Cagniardの公式を示しておく．
現実的には，大地の比抵抗構造が 2次元的，3次元的で
ある場合，電場と磁場の比で定義されるインピーダンス
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' をテンソル量として取り扱うことになる．） 

 さて，導電性のある大地に電磁波が入射すると表皮効

果現象により，そのエネルギーは深くなるにつれて指数

関数的に減衰する．比抵抗

! 

"(=1/#)の一様大地におい

て電磁波の振幅が地表の

! 

1/eに減衰する深さ

! 

"を表皮深

度（スキンデプス）と呼び，次式で表わす． 
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例えば，表-1(5)で示されるように，100Ωm の一様大地に，
100Hz，1Hz，0.01Hzの電磁波の入射を考えると，それぞ
れの表皮深度は 500m，5km，50km となる．このように，
MT 法では，入射する大地の比抵抗が低いほど，入射す
る電磁場の周波数が高いほど，探査深度は浅くなり，逆

に，大地の比抵抗が高いほど，入射する電磁場の周波数

が低いほど，探査深度は深くなる．  
 ところで，自然界に存在する電磁場は様々な発生の起

源をもつ．Hz 以上の周波数帯の電磁場で最も重要な源

は気象現象，すなわち，雷活動に由来するものである．

また，Hz 以下の周波数帯の自然電磁場変動の源は，地
球磁場と太陽から吹きつけられているプラズマ流の複雑

な相互作用に由来する(5)．高圧電線や電灯線，電気鉄道

からの漏洩電流など種々の人工的ノイズの影響を受けや

すい我が国の調査では，特に，太陽活動に起源をもつ地

磁気あらしと呼ばれる現象の存在は重要である．このよ

うな現象を狙い，広帯域にわたり自然信号強度の高い電

磁場変動を測定することができれば，より詳細な地殻深

部の比抵抗構造の推定が可能になる． 

 

表-1 種々の比抵抗及び周波数に対するスキンデプス(m)(5) 

 
 

 

3.  山陰地方の地震・火山研究と比抵抗研究の接点 

 
 本章では，山陰地方の地震活動や活構造に関する諸問

題(6)を基礎として，この地域での比抵抗研究を実施する

意義やその背景を記す． 
最初に，山陰地方の地震活動の興味深い特徴に関し

て述べる．中国地方の日本海側周辺では，顕著な活断層

がみられない場所でも内陸の大地震がほぼ線上配列をも

って発生し，日本海沿岸にそう地震活動の帯(7)がみられ

るという観測事実がある．明治以降，M7 前後の浜田，
鳥取，但馬，北丹後，そして 2000 年鳥取県西部地震な
どの内陸大地震が発生した．しかし，これらの大地震を

起こした活断層は，あっても活動度の低い活断層である

（浜田，但馬については，起震断層らしい活断層は震央

付近には見つからない）ことが知られている(8)．このこ

とは，この地域の地震防災を考える際に，活断層の存在

を拠り所とするような既往の方法論は適用できないこと

を意味する．新しい考え方に基づく方法論を提案する必

要がある． 
 また山陰地方では地震活動の線上配列に調和的に，三

瓶山，大山，扇ノ山など，北部に第四紀火山が疎らに存

在する．しかし，これら第四紀火山とプレートの沈み込

みとの関係，フィリピン海プレートの沈み込みの北限位

置も未解決の問題の一つとして残っている(9)．このよう

に火山フロントも不明瞭で，やや長い期間噴火活動を行

っていない火山学的特徴をもつ山陰地方における広域の

深部構造探査をもとにした新たな研究の展開が望まれる． 

 さて，これらの諸問題と比抵抗研究はどのような接点



をもつ可能性があるのだろうか？ 

 Miyakoshi and Suzuki(10)は，地磁気変化の空間分布を説明

するために，鳥取地震（1943 年, M=7.2）の地震断層で
ある鹿野・吉岡断層下の地殻中に，南側へ傾斜した電気

的良導体が貫入する先駆的な「模式的」比抵抗モデルを

提出した(図-1)．このモデルでは，活断層である吉岡・

鹿野断層は，電気良導体の北側の境界の地表への延長線

として捉らえられており，断層下では，貯蔵庫としての

良導体から脆性領域に導入された水が微小地震を発生さ

せる可能性が示された． 

 

 

図-1 鹿野・吉岡断層下の「模式的」比抵抗モデル 

   Miyakoshiら(10)の図に断層位置を青色で，良導体 
   の輪郭を赤色で強調した． 

 

 その後，日本列島の大局的な構造を解明するために行

われた NTT の通信回線を利用したネットワーク MT 法
観測(11)から明らかになった山陰地方東部(鳥取-郡家-美作)
の 2 次元比抵抗構造によると，日本海側沿岸部(すなわ
ち，地震帯周辺部)には，ある程度の規模をもつ低比抵
抗領域（数 10Ωm）がモホ面付近に存在し，地殻下部へ
くさび状に盛り上がっていることが分かった (12)．

Miyakoshi らが提出した「模式的」モデルと調和する全
く別の方法論による「定量的」モデルが得られた．ここ

で，強調したいことは，いずれの研究成果も比抵抗構造

と地震活動の関連を示唆していることである． 
 しかしながら，ネットワークMT法観測はマントル上
部までを含む大局的な構造を研究対象とする調査方法で

あるため，山陰地方東部の比抵抗構造と内陸地震活動や

活断層との関連性を解き明かすためには，活断層周辺

（地震活動の活発な地域帯の概念も含めて）の地表から

深部へかけて「定量的でかつ詳細な」比抵抗構造が解明

されなければならない．また，ほぼ時を同じくして，兵

庫県南部地震に関する地震学的研究から内陸大地震の発

生に下部地殻深度の流体の関与を示唆する成果が提出さ

れた(13)． 
 このような背景のもと，筆者らの研究グループは「山

陰地方には地殻深部流体が存在し，その流体が鳥取県西

部地震をはじめとする大地震を引き起こすとともに，こ

の地方にみられる線状配列を成す微小地震活動の原因と

なっている．」という作業仮説を考えた(14)．この仮説を

ふまえ，「特に，内陸地震発生の際に注目される活断層

下深さ 15~20km 付近の比抵抗構造の精密化」(15)により

震源域の流体分布や不均質構造を探ることは地震予知研

究の最重要課題であると考え，山陰地方東部地域の広域

的な比抵抗構造を求め，この仮説の妥当性を検証し，地

震活動（震源分布）と地質構造（活断層・第四紀火山な

ど）との関連を探ることを目的とした広帯域MT法を用
いた観測研究を開始した． 

 

 

4. 広帯域MT法からみえた山陰地方の比抵抗構造 

 

 鳥取大学大学院工学研究科は，主に京都大学防災研究

所と共同して，これまでに，山陰地方東部において顕著

な地震の震源域およびそれらを含み日本海沿岸部に沿う

帯状の地震活動域を横切るような測線で，広帯域MT法
を用いた深部地殻比抵抗構造調査に着手し，現在も継続

して，中国・四国地方の比抵抗研究に取り組んでいる

(図-2)．ここでは，山陰地方で実施された比抵抗研究成

果として，鳥取東部地域で得られた結果を例示すること

で，この地域の深部比抵抗構造と地震活動との関連性を

記す． 

 

 

図-2 山陰地方における広帯域MT法観測点(▲)と震央(○) 
   の分布図 これまでの山陰地方の観測では兵庫県北部 

   から島根県東部にかけて複数の測線が設定された． 

   本稿で触れる３測線の測線の位置及び測線名称を示す． 

 

 鳥取東部では，鳥取地震の地震断層である吉岡･鹿野

断層を横断するような測線(200 番測線)で２次元比抵抗
構造モデルが推定された(図-3)．このモデルの特徴は次

の通りである．全般的には地殻は kΩm 以上の高比抵抗
領域が占めているが，海岸線の地殻深部には 50Ωm以下
の低比抵抗領域が存在している．1943 年鳥取地震の主
破壊はこの深部低比抵抗領域とその上部高比抵抗領域と

の境界部に位置し，山陰地方の地震活動帯はこの高比抵

抗である地殻部分に限られている．この 200番測線の研
究では，先行研究(10)(11)と調和的な「定量的かつより詳細



な」比抵抗構造を得た．このことにより，比抵抗構造と

地震活動の明瞭な関連性を確認した． 
 

 
図-3  鳥取県東部の 2次元地殻比抵抗構造(16)  
  図面左が北，右が南を指す．寒色系が高比抵抗を示し， 
  暖色系が低比抵抗を示す．1943年鳥取地震の主破壊の 
  震源位置を星印で示し，他の震源分布を丸印で示す． 
 
 その後，この鳥取東部地域以外にも，鳥取県西部地震

(2000年, M7.3，図-4の 600番測線)震源域調査(17)をはじめ

として，鳥取県中部地震(1983 年, M6.2)等，兵庫県北部
の地震(2001 年, M5.4)など，鳥取県周辺域で発生した顕
著な内陸地震の震源域周辺域で同様の調査が実施された．

その結果，共通する特徴として，山陰地方東部では日本

海の海岸線に沿うようにほぼ東西方向に伸びる地震活動

帯の地下には，高比抵抗領域である地震発生層下の地殻

深部に低比抵抗領域が存在すること，また，中-大規模

地震はこれらの高比抵抗と低比抵抗領域の境界部で発生

することが明らかになった．このことが山陰地方の比抵

抗研究が明らかにした最大の成果である． 

 

 

図-4 鳥取県西部の 2次元地殻比抵抗構造(18) 

   2000年鳥取県西部地震の主破壊の震源位置を 
   星印で示し，他の震源分布を○印で示す． 
 

 

 

5.  成果は何を意味するのか？  

 

 内陸大地震が発生する地殻深部には低比抵抗領域が存

在する．そして，大地震の震源を含む特徴的な地震活動

はその低比抵抗領域とその上側の高比抵抗領域の境界部

分，もしくは，高比抵抗領域側で発生している．山陰地

方の広帯域MT法調査から得られたこの成果は，もし，
低比抵抗領域が流体に富む領域の存在を表すのであれば，

山陰地方の比抵抗研究が検証すべきとした作業仮説と調

和的な成果といえる． 
 では，地殻深部の流体（低比抵抗領域）の存在は地震

発生にどのような意味を持つのであろうか？ 
 この問題に関しては，作業仮説作成(14)以降に飛躍的に

進んだ内陸地震の発生過程に関する地震学的研究成果に

関する飯尾によるレビュー(1)(2)を参考にして，本稿で述

べた研究内容が直接関与した部分の紹介を通して説明し

たい． 
 Iio らは，GPS の観測網が導いた新潟-神戸歪集中帯と
比して，中国地方及び関東地方北部ではひずみ速度が小

さいことに注目し，これは下部地殻の岩石の流動変形の

しやすさによるものではないかと考え，流体に関連づけ

られる比抵抗・ヘリウム 3/4 比データをも矛盾無く説明
できる，Water-Weakened Lower Crust Hypothesis（水で弱化
された下部地殻仮説）と呼ばれる仮説を提唱した(19)．こ

のモデルにより，定性的ではあるが初めて，陸側プレー

トの下部地殻の不均質性が内陸の変形過程をコントロー

ルする可能性が示された(2)．  
 さらに，飯尾らは，鳥取県西部地震の合同余震観測の

データをもとにした中国地方広域の応力場の詳細な解析

から，山陰地方の地震帯直下に低粘性領域を仮定すると

最大主圧縮応力軸の向きの回転という観測結果が説明で

きる(20)ことを根拠に，地震帯直下の下部地殻の不均質構

造により，直上で応力集中が発生していると考えられる
(1)とした．つまり，内陸の地震がなぜ起こるのかという

謎が，謎でなくなりつつある(2)． 
 このようにして，陸側プレートの下部地殻の不均質性

や断層直下の不均質構造の存在を仮定すると（すなわち，

下部地殻に低比抵抗領域(Water-Weakened Lower Crust)の存
在を仮定できれば）内陸地震の発生の原因となる局所的

な応力集中が起きることを示す初期モデルが提出される

に至った．地震学的な研究成果に，山陰地方の比抵抗研

究データを加味することで，少なくとも山陰地方では内

陸地震の発生メカニズムを定量的に解明する明確な緒が

見えたことになる．このことは内陸地震の発生過程を考

える上できわめて重要なことである． 

 

 

 



6.  次なる課題，おわりにかえて 

 

 前章ではまとめとして，「山陰地方では内陸地震の発

生メカニズムを定量的に解明する明確な緒が見えた」と

記したが，この記述は，地殻深部の低比抵抗領域はレオ

ロジー的には変形しやすい存在でなければならないこと

を大前提にしている．では，もはやこれ以上，「水で弱

化された下部地殻仮説」の妥当性を検証する必要はない

のだろうか？その問いかけに対する手がかりを探しつつ

本稿を終えたい． 
 これまでの比抵抗研究の対象は主に地震活動域に限定

されており，これまで述べてきたような比抵抗構造の特

徴が山陰地方の地震活動帯特有の構造であるかどうかは，

本来，明言できないという立場を取ることが正しい．山

陰地方には，上述のような地震活動や大地震の発生がみ

られる一方，殆ど地震活動がみられない地域も存在して

いる．その代表例が「山陰地方の第三種地震空白域，す

なわち，島根半島の付け根の宍道湖南方地域」である
(21)(22)．この島根県東部の地震空白域下では，下部地殻の

みならず，上部地殻にも流体を示唆する深部低比抵抗領

域が存在することが分かった(23)．今後は，同様の調査を

他の地震活動が殆どみられない地域で実施，知見を得る

ことで，地震活動帯下のみ存在する構造の特徴を明確に

することが必要である． 
 また，近年，大志万らは，西南日本背弧の地殻・マン

トル比抵抗構造モデルを構築するために山陰沖・日本海

域を含む地域でMT調査を開始した (24)．これにより，本

稿で紹介した山陰地方に遍くみられる地殻深部低比抵抗

領域の源を陸海境界部を超えて水平方向・深さ方向に探

る研究が進められつつある．特に，鳥取・島根県境付近

には深さ 30km に深部低周波地震が集中して発生する領
域があるので，この領域と比抵抗研究を通してみえた深

部地殻比抵抗領域の関係性を，西南日本背弧の地殻・マ

ントル比抵抗構造という大局的な見地から明らかにし，

山陰地方の地震発生原因としての深部地殻流体の起源に

迫る知見を得る必要がある． 
 さらには，2011 年東北地方太平洋沖地震を受けて，
山陰地方沖，日本海の地下構造解明もふまえた中国地方

を広く取り囲む海底域での活断層研究についてこれから

新たな扉を開く必要がある．そしてその際に得られる知

見を内陸地震発生過程モデルの構築，並びに，中国地方

の地震災害の軽減へ繋げられるよう比抵抗研究を前進さ

せることが求められる． 
 これらのことが山陰地方の比抵抗研究において今後取

り組むべき課題であると考えている．ありがたいことに

この研究には人工的なシグナルは不要である．入力源は

自然界に満ちあふれている．私たちはただそれを観測す

るだけでよい． 
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